






















我々は空気を吸い、社会で生きている。そして、我々が生活する社会は、法律の規約によって
成立している。我々が生活するに当たっては、ほんの少しの間も空気の存在を忘れるわけには
いかないが、空気を分析し、その原素を究明することまでは必要としない。しかし、法律と経済
に関してはそうではない。我々国民が、国の法を知らず、その原理を究明しなければ、社会の表
舞台で、人に接したり、自らの生き方を決めたりすることはできない。そのため、法律学や経済
学は、我々が日常生活を送る上で、片ときも離れてはいけないものである。それは取りも直さず、
国民としての本分を尽くし、社会生活を全うするための道を習得する方法であり、どんな人間
であっても勉強しなければならないものなのである。
今まさに学問の気運が高まり、法律学はもっとも必須の学科であると認められるようになっ

た。近ごろ、東京府下では、官民が設立する法律学や経済学の学校が少なくない。各地では有
志の者が研究の場や討論会を企画することも少なくないが、各地ではもともと専門の先生や友
人の数が乏しいため、それぞれ独学で得た偏狭な見解を主張し、気ままで根拠のない意見が止
まるところを知らない状況である。そして概ね、筆舌明快な者が他者を圧倒することになる。何と
か結論づけた意見が、のちの弊害となったり、あるいは立法の真意に背いて実行の方針を誤っ
たりするといった感がある。これは、各地においては専門の学者や指導者を得ることができない
からであり、その結果として、専門の授業を行う学校が誕生しないということになる。我が大坂
府においても、これまで一大専修学校を設立するという計画を聞いたことがない。まれに、本人
に代わって言い分を述べたり書いたりすることを専業とするわずかな人たちが開く個人塾があ
るだけである。なんと府下の人々は、人生にとって重要なことである学業を甚だしく軽視している
ことか。そもそも我が大坂は、日本の首都東京に次ぐ一大都市に位置し、それを広く海外の諸国
に例えると、我が東京と大坂はフランスのパリとリヨンのように、商業、工業、諸取引とも非常に
深い関係にある。大坂の日常生活における衣食や生計レベルは低くない。内外の交渉事や身分
の高い役人、紳士淑女、学者、工芸家の往来や交通もまた頻繁である。それなのに、人生にとっ
て重要なことである法律学や経済学などの一大専修学校を設立しないのはなぜなのか。我が
大坂府下の人たちは、法律の思想を有していないのだろうか。経済の知識が乏しいのだろうか。
文学芸術の才能が劣っているのであろうか。本当のところはどうなのだろうか。

我が大坂は、早くから文学に優れた地であって、昔から碩学の者を輩出すること一人や二人
ではなかった。特に文政天保年間には、優れた儒学者である中井履軒・竹山や大塩中齋のよう
な人物が現れ、篠崎小竹その他、有名な文人や学者を盛んに輩出すること数えきれないほど
であった。ただ惜しいのは、当時はまだ欧米文明の基本的原理が輸入されておらず、空想時代
の無益な言葉で表現したため、学問を修めた者がこれを実際の場面で実用に活かすことがで
きなかったということである。
我が大坂は文学に優れた土地柄なので、先輩や先覚者といわれる人たちは、後進を実学実
践の学科に導くよう努力すべきである。その労力は容易ではないが、明治維新から19年が経
過する今日に至っても、僅かに英語や漢学の普通中等学校の設立だけに止まってしまってい
る。我が府の人たちが法律への志や想いを有していないわけではない。経済の知識や文学芸
術の才能が乏しいわけでもない。全ては専門の教師が乏しいことが原因である。先輩先覚者の
指導や誘導が足らないため、ただじっとしているだけと言わざるを得ない。思うに、今（学校を）
設立しなければ、学問を専修したいと希望する者がいたとしても、遠く上京するための学資を
得ることができずにやめてしまうだけでなく、その資金に不足しない者であっても、両親がいる
ため遠くへ遊学することができないなどの事情で妨げられたり、平素から抱いている志を果た
す方法がないために、どうしてよいか分からなくなってしまったりする者も少なくないだろう。我
らはこのことに大きな憤りを覚える。そこで学資を節約したり、遠くに行ったりしなくても、居なが
らにして人生にとって必須の勉強ができる便宜を得させることを計画したのである。現在、当府
の控訴院（高等裁判所）や始審裁判所（地方裁判所）に勤務されている検事で従六位の堀田
正忠君、評定官で従六位の法律学士である井上操君、検事で法律学士、従六位の小倉久君、
判事で法律学士の鶴見守義君、同じく志方鍛君、検事で法律学士、従七位の手塚太郎君等に
府下で一大専修学校を設立することを相談した。そして学士諸君の大いなる賛同を得たので、
それらの人たちを招へいすることとし、国内外の法律学や経済学などを教授してもらい、更に
は広く関西地方に行きわたらせ、別に各地に分校を置いて、今まさに大いに法律学及び経済
学を修める途を開こうとしている。志ある者はこの意を汲み、本校の設立に賛同されるととも
に、来学されんことを希望する。

関西法律学校設立の主旨

関 西 法 律 学 校 規 則 【寄贈】
 山野博史 関西大学 法学部 教授

左記の「関西法律学校規則」には、関西
大学の前身である、関西法律学校（1886
年創立）設立の主旨が記されており、ここ
では現代語に意訳して紹介している。






